
平成23年3月

環 境 省





1

指導者 皆の さんへ

瀬戸内海 、古 武庫 浦、大和田 浜、明石潟、松帆 浦 浦 浜、津 湊 万葉

集 詠 風光明媚 景観 呈 、海上交通 場 豊 漁場 利用

。世界的 見 比類 景観 誇 海域 、古 瀬戸 内海 断続的 続 地形

穏 気候風土 地理的環境 生物生態系 豊 地域 、豊饒 海

色々 魚介類 日本人 食卓 送 続 。 、瀬戸内海 綿 塩 特産品

数多 生産 、 運 海運業 盛 。一方、多島海風景

景勝地 、海水浴 潮干狩 ー 場 利用 、 沿岸域

住 人 豊 日常生活 支 、様々 文化 育 。 瀬戸内海

優 景観 自然 共存 生活文化 特徴 、昭和 年 雲仙 霧島 日本

初 国立公園 指定 。

、明治時代以降 日本 近代化 中 、沿岸域 工場 港湾等 用地 、特

高度経済成長期以降、重化学工業地帯 整備 進 、人口 集積 進 、自然海

岸 埋 立 結果、産業排水 生活排水 汚濁負荷 増大 浅海域 埋立 海

自然浄化機能 低下 、水質 底質 悪化 、赤潮 多発 「瀕死 海」 例

状況 。 状況 改善 、瀬戸内海環境保全特別措置法 制定、総量

削減制度 導入等 施策 、近年、瀬戸内海 水環境 、 一定 改善 見

。 、陸域 流入 、海域 浄化 必要 藻場 干潟 埋立

開発事業 喪失 生物相 少 、地域 貧栄養 海域 出現

、新 課題 出 。

現在起 瀬戸内海 諸課題 対応 、住民 活動団体、行政、研究者、企業

協働 「海 環境教育・環境学習」 総合的 推進 、生物生産性 生物多様性 高 海

目指 里海 求 。里海 、多様 主体 、参画 、協働 、

継続的 発展 活動 、 多 人 海 環境 関心 持 、理解 深 、

地域 海 現状 環境 大切 考 行動 育 重要 。

、瀬戸内海 環境学習 指導 方達 、生物観察等 自然保護 視点

加 、瀬戸内海 現状（自然環境、生物、生態系 、環境修復、環境施策 ）

、幅広 視点 情報 集 、伝 役目 求 。

背景 受 、環境省 平成 年度瀬戸内海環境保全推進事業 、瀬戸内

海 環境教育・環境学習 担 新 人材育成 関 中期計画 策定 。 中期計画 進

人材育成環境 充実 目的 、里海 視点 置 「指導者

瀬戸内海 環境学習 」 作成 。 、瀬戸内海 現状 課題

知 基礎知識編 実際 里海 向 環境学習編 構成 。

瀬戸内海沿岸域 、水環境改善 取 組 全国 沿岸域 、 「指導者

瀬戸内海 環境学習 」 学習 深化・拡充 向 有効 活用 期待

。
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出典：国土交通省中国地方整備局港湾空港部 港湾空港関係 ーデ タ

図 中国地方 離島人口 高齢化率 推移
（平成 年 平成 年）
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古来 瀬戸内海 、人 密接 関係 保 。瀬戸内海 、沿岸 住民 多 人

「道」、「畑」、「庭」 機能 提供 。

「道」 、海上交通路 利用 、潮待 特産物 出荷 港町 発達 。「畑」 、

豊富 漁業資源 宝庫 、世界 閉鎖性海域 中 有数 漁獲量 上 。「庭」 景

観 美 、古 生活文化 育 、文化的 景観 多 存在 。瀬戸内海 語

時 白砂青松 評 、 、生活文化 中 生 文化的景観 。

人 生活 海 関 示 例 、海藻（草） 挙 。海藻（草） 、成育地 荒波

弱 働 、刈 取 後 、畑地 重要 肥料 、耕作地 乾燥 防 、

段々畑 修理 利用 。 、家屋敷、 身体 清 、石風呂 民間療法 幅広

利用 、貴重 資源 、持続的 資源管理 行 。 石風呂 、 現在

箇所 残 。

、海岸 松 、台所 燃料 夜漁 光 活用 、各部位 細 使 分 、 部位、使用

目的 、 呼 名 分 。 （松葉） 、口明 口止 決

使用 管理 。松 建築材 農具 漁具 材料 伐 大切 。海岸 松林

防潮 風除 役立 、海岸 松 、魚 保護 魚付林 呼 。 、松

日本 代表 神樹 。

、瀬戸内海 人々 長 生 資源 大切 守 藻 松 利用 、戦後 埋

立 場 喪失、海洋汚染・大気汚染 被害 、 育 伝統的生活文化 共 消

。

口明 、山、磯等 共有地 利用 禁 解 。 、 日。

口止 、山、磯等 共有地 利用 禁止 。 、 日。

優 瀬戸内海 価値 、人・

物 流 変 、特 島

部 中心 変化 起 。

瀬戸内海 島々 、多島海 美 景

観 示 、島 都市部 利便性

求 人口流出（特 若年層） 続

過疎高齢化 進 、活気

失 島 多 、瀬戸内海 魅力 失

。瀬戸内海 島 人

減少 、瀬戸内海 親

減 問題 起 。（図 ）

より は のくらしと な を ってきた は の や くの たち

の としての を してきた

は として され ちや を するための が した は

な の として の の でも の を げている としての

の しさにより くから が まれており な も く している を

る に と されるが これは の から まれた である

の と の わりを す として が げられる は における

を くする きがあり り られた も の な となるだけでなく の を ぎ

の などにも された また さらには の め での など く

されるなど な として な が われていた この は もう では

にしか されていない

また の は の や の として され を かく い け その

により その び も けていた なかでもゴ については けや め が められて

が されていた は や や の となるため らないで にした の は

や けに ったほか の は を し と ばれていた このようなことから

は を する でもあった

しかし の が く きるための として に ってきた や の は の め

てによる の などの により そこに った と に えよ

うとしている

けとは の の の を くこと また その

めとは の の を すること また その

このように れた の は

の れが わってきたことにより に

しょ を として が きている

の は として しい

を してきたが から の

を めての に が くこ

とにより が んでおり

が われる が く の が わ

れようとしている の から

が することにより への しみ

が るという が きている

＊

＊

＊

（ 柳哲雄「瀬戸内海 海 」、学術 動向、 、 ）＊ とはどのような か の 2008.6 10-14
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出典：「自然環境情報図」（環境省）

注） 環境省調
昭和 年～ 年 月 日～ 月 日、 年 月 日～ 月 日、 年以降 前年 月 日～ 月 日 累計
図中 昭和 ～ 年 値 、 年間 平均 数値 示 。

図 瀬戸内海 海岸線 状況（第 回調査：平成 年度）

図 瀬戸内海 埋 立 免許面積 変化
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（海岸線形状 親水性）と

海岸線 、生態系、物質循環、景観、人 海 等 非常 重要 要素 、瀬戸

内海 、 世紀後半 、急速 沿岸域 開発 人口 沿岸都市 集中、浅海部 埋 立 ー

護岸 建設 自然海岸 減少 、海岸線形状 人工化 伴 沿岸域 環境劣化、生息地 破

壊、市民 親 浜辺 干潟 磯 減少 進行 （図 、 ）。平成 年度時点 、瀬戸内海 自然海

岸線 、 ％ 残存 、日本 海岸線 全延長 対 自然海岸線 割合 ％ 比較

少 。 、人工海岸 多 、生物 生息 直立護岸 、人 海

近 場所 。特 、大阪湾奥部 海岸線 図 示 、

人工海岸化 状況 分 。

は と とのふれあい において に な であるが

では に な の と の への の め てやコンクリ

ト の などにより が し の に って の の

の しむ ･ ･ の が した では の

は が するのみであり の の に する の の と

しても なくなっている また の くは が しにくい となっており が

に づくことができない もある に における は に すとおり ほとんどが

している が かる
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図 大阪湾奥部 埋 立 状況

図 瀬戸内海 藻場面積 推移（響灘 除 ）
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における め て

における の を く

注）昭和 年度（第 回自然環境保全基礎調査） 値 、平
成 ～ 年度（第 回自然環境保全基礎調査） 面積
消滅面積 加算 値 。

出典：昭和 年度、昭和 年度、昭和 年度：水産庁南西海
区水産研究所調査、平成 ～ 年度（第 回）：「自然
環境保全基礎調査」（環境省）
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（藻場・干潟）

瀬戸内海 沿岸域 、重化学工業 進展 伴 埋 立 等 開発 、藻場・干潟 多 失

。藻場 場 、昭和 年度 平成 ～ 年度 約 割、干潟面積

、明治 年度 平成 年度 約 割 消失 、干潟面積 、平成 ～ 年度

平成 年度 僅 増加 。藻場 干潟 面積 推移 図 、図 示 。

の においては の に う め て の により が く

われた のうちアマモ については から までに につい

ては から までに が したが については から

までに かに している と の の を に す
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注） 出典 、面積測定方法 違 。
昭和 年度（第 回自然環境保全基礎調査） 値 、
平成 ～ 年度

（第 回自然環境保全基礎調査） 面積 消滅面積
加算 値 。

出典：明治 年度、大正 年度、昭和 年度、昭和 年度：
「瀬戸内海要覧」（建設省中国地方建設局）
昭和 年度（第 回）、平成 ～ 年度（第 回）：自然
環境保全基礎調査（環境庁）
平成 年度：「瀬戸内海干潟実態調査報告書」（環境
省、平成 年）

印南敏秀氏（愛知大学大学院教授）提供
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図 瀬戸内海 干潟面積 推移（響灘 除 ）

場 干 潟
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藻場 干潟 、 礁 同様 浅海域 特異 生態系 構成 場 、「生物生息機能」、

「水質浄化機能」、「生物生産機能」、「親水機能」、「景観形成機能」等 多様 機能 有 。

水質浄化機能 、干潟 潮 干満 伴 海水 砂泥層 濾過 、干出・水没 繰

返 酸素 供給 有機物 分解・無機化 進 。藻場 海藻草類 窒素 吸収 水

質 浄化 。 、光合成 二酸化炭素 吸収 酸素 放出 、海水中 溶存酸素 増加

、大気中 炭酸 吸収 固定 貢献 （『海 自然再生 』、国土

交通省港湾局、平成 年）。

干潟 浄化能力 、戦後 瀬戸内海 消失 自然干潟面積 約 場合、建設費約

億円 下水処理施設 消失 相当 計算結果 （『海 伝言 新 学 』、中国

新聞社、平成 年）。瀬戸内海 藻場・干潟 様子 以下 示 。

自然 干潟 、海水 表層泥中 栄養塩 吸収 、浮遊性微細藻類（植物 ） 底生

微細藻類 発生 。 微細藻類 動物 二枚貝 食 、 魚 鳥 人間 食

食物連鎖 起 。海 中 死 生 、海底 生 （ ）

分解 栄養塩 戻 、植物 吸収 循環 。

、多 生 生活 場 、海 汚 干潟 役割 知 、干潟 大切

理解 深 。

干潟 海 環境 大切 理由 、潮 引 時（干潮） 海 底 沈 多 有機物 空気

や は サンゴ と に における な を する であり

の な を している

について では の に い が で されるとともに の

り しによる の により の が む では が やりんを し

を する また により を し を することで の を

させるとともに の ガスの と にも している の ハンドブック

の としては に で した を とした

の の に するとの もある からの せとうち

の の を に す

の では および の を し プランクトン や

が する これらの を プランクトンや が べ それらを や や が

べる が きている の で んだ きものは にすむ きもの ベントス やバクテリア

により されて に り プランクトンがまたそれを するといった がある このよう

に くの きものの の となり の れをきれいにしている の を り の さの

を めることができる

が の にとって な は が いた に の に んだ くの が に
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【藻場・干潟 役割】の



チゴガニの と シオマネキ トビハゼ

アマモ を ぐメバルの

巣穴 砂団子

場 泳 稚魚 藻 場
写真提供： 海辺 研究会NPO つくり
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ふれることにより きものが んでいる の に が り んで に がたくさん られ

の きものがこの を って やプランクトンの などを してくれることにより たくさんの

きものが むことができることである

また に プランクトンが すると の は くなり の に が かなくなるの

で が ちにくくなるが に んでいる アサリやハマグリなど が プランクトン

を することによって の りは なくなる には の をろ して とする

きものが んでいる このことは な で することにより に む の を す

ることができる

は な が の を り み の な をしている のことで

では アマモの が くアマモ といわれている があると により に を す

ることや の を り むなど の を たし を することで きものの

や の となり のゆりかごと われるように の の するために きな を

たしている また を べる きものの としても な になっている

や が したことによる の の とともに のため が

いという や の という により や が し

や の の が した

そのため においては と に づく

からの の が され で する

は の トン から には トン に した また か

、生 住 穴 中 空気 入 込 干潟全体 酸素 送 、

底 生 酸素 使 糞 死骸 分解 、

生 住 。

、海水中 植物 発生 海水 透明度 低 、海 中 光 届

海藻 育 、干潟 住 二枚貝（ ）等 、植物

摂餌 、海水 濁 少 。干潟 、海水中 懸濁物質 過 餌 生

住 。 、簡単 水槽 実験 、干潟 住 貝 浄化能力 理解

。

藻場 、色々 海藻 海水中 栄養分 取 込 、草原 様 状態 場所 、瀬戸内海

、 群落 多 場 。藻場 、光合成 海水中 酸素 供給

、海水中 栄養分 取 込 物質循環 役割 果 、海水 浄化 生 産

卵 生息 場 、海 言 、海 自然生態系 維持 大 役割 果

。 、海藻 食 生 生息場所 大切 場所 。

藻場 干潟 減少 浅海域 水質浄化機能 低下 、閉鎖性水域 海水交換

悪 地形的要因 、汚濁負荷 増加 社会的要因 、赤潮 貧酸素水塊 発生 、漁業被

害 悪臭、景観 悪化等 社会問題 発生 。

、瀬戸内海 、「水質汚濁防止法」 「瀬戸内環境保全特別措置法」 基 大規模

事業場 化学的酸素要求量（ ）負荷量 総量削減 実施 、関係地域 発生 負荷量

昭和 年度 日 、平成 年度 日 減少 。 、第 次水質総量削減

（水質・底質）

COD COD

54 1,012 / 16 561 / 5



出典：「広域総合水質調査」（環境省）

図 瀬戸内海 、全窒素、全 推移７ における りんのCOD

7

らは の の と の を るため りんが に えられ

は の トン から には トン に りん は の

トン から には トン に した

から の の を ると では りんともに の

が られるが の では はわずかな りんでは ばいと

なっている

で ここ の をみると の とともに となる の の

が められている

における の を ると まで の にあったが それ

は している しかし なお の の が されており には

の が された の と を った を に す

、 一層 改善 富栄養化 防止 図 、窒素・ 総量削減指定項目 加 、窒

素負荷量 昭和 年度 日 、平成 年度 日 、 負荷量 昭和 年度

日 、平成 年度 日 減少 。

昭和 年度 平成 年度 水質 変化 見 、大阪湾 、全窒素、全 濃度 低

下 見 、大阪湾以外 瀬戸内海 、 上昇傾向、全窒素、全 横

（図 ）。

一方 、 年間 水質 全窒素 減少 栄養塩 溶存無機態 窒素濃度 減少傾

向等 認 。

瀬戸内海 赤潮 発生状況 見 、昭和 年（ 件） 年々増加 傾向 、

以降 減少 。 、現在 毎年 件前後 赤潮 発生 確認 、平成 年

件 発生 確認 。赤潮 発生確認件数 漁業被害 伴 発生確認 図 示 。

COD

COD

COD

54 666 / 16 476 / 54 62.9

/ 16 30.6 /

53 20

10

51 299

100 21 104

７

８



出典：環境省「広域総合水質調査」
備考）各測定点 値 、平成 ～ 年度 年 夏季・下層（底上 ） 各 回測定 結果 平均値

出典：「瀬戸内海 赤潮」（水産庁瀬戸内海漁業調整事務所）

の は までの ヵ の を した の

の

15 17 ３ １ １m

図 瀬戸内海 夏季底層溶存酸素量（ ） 分布

図 瀬戸内海 赤潮発生件数

９

８

における の

における

DO

8

海水交換 悪 閉鎖性水域 、密度成層 発達 夏季 表層 底層 酸素供給 減少

、底層 酸素消費 増加 底層 貧酸素化 起 。

底層 溶存酸素（ ） 、大阪湾 除 瀬戸内海 概 良好 、大阪湾 海水 成

層化 夏季 中心 、底層部分 以下 水域 確認 、 状態

底生生物 個体数及 種類数 少 、 等 栄養塩 溶出 促進 。図

瀬戸内海 分布 示 。

「瀬戸内海環境保全基本計画 ー 」（平成 年 月） 中 、水生生物 生息環境 保全

観点 底層 等 新 指標 求 、 「閉鎖性海域中長期 」（平成 年 月）

、新 水環境 目標 底層 目標 提案 。

の い では が する に から への が するとと

もに における が し の が こる

の について を く では ね であるが では が

する を に で が となる が されており そのような で

は の び が なくなることや りん の の が されることとなる

に における の を す

フォロ アップ の で の の の

から の たな を めており また ビジョン で

は たな の として の を している

DO

DO mg L

DO

DO

DO

３

６

３

/

9

20

22



出典：神戸 海藻、神戸大学内海域機能教育研究 ー（平成 年）

出典：湯浅一郎、藤岡義隆「瀬戸内海 海岸生物 長期変遷 指標生
物」、第 回海環境 生物及 沿岸環境修復技術 関
発表論文集、 （ ）

の センタ

における の と
と び に するシンポジウム

13

113-118 2004 .

図 大阪湾 海藻出現種類数 透明度

図 広島県呉市周辺 定点 海岸生物種類数 経年変動

11

10

における と

における の

３

６

9

（生物多様性）

瀬戸内海全域 長期 生物

ー 不足 、広島県呉

市周辺 、海岸生物種類数 、

昭和 年 昭和 年 急激

減少 始 、 後、次第 緩

減少 昭和 年頃 最低

ー 。急激 海岸生

物種類数 減少 時期 、海岸生物

生残 再生産 不可能 悪 環

境要因、例 、貧酸素、濁度 増加、

有毒化学物質 蓄積

考 。（図 ）

生物多様性 少 広島県呉市周辺 、干潟 埋 立 自然 海浜

残 大阪湾 顕著 出 。海藻 分布 生物 多様性 淡路島 紀淡海峡 面

海岸 自然海岸、半自然海岸 多 残 種 超 海藻 確認 、神

戸港周辺 種類、六甲 付近 種類 極端 減少 。 、大阪湾奥部 人工

護岸 海水 透明度 低 海藻 育 環境 分 （図 ）。

での にわたる

のデ タは しているが

については が

から にかけて に

し め その に やかな

となって に となっ

たというデ タがある に

が した に

の や を にした い

えば の

の などによるものと

えられる

が なくなっているのは のみではなく を め てて の がほと

んど っていない では に ている の で の をみると や に

する は が く っていることから を える が されているが

では アイランド では と に している これは は

となっていることや の が いため が ちにくい となっていることが かる

40 50

60

10

100

34 17

11



出典：「広域総合水質調査」（環境省）

出典：気象統計情報（気象庁）

図 瀬戸内海 表層水温（年平均） 推移

図 瀬戸内海関係 府県 年平均気温 経年変化

11

12 13

における の

における の

10

（地球温暖化 影響）

（海洋 ）

の

ごみ

瀬戸内海 近年 海水温（表層） 、平成元年以降、上昇傾向 見 、周防灘 広島湾、備

讃瀬戸、播磨灘、大阪湾 海域 、特 冬季 上昇傾向 。漁業者 、海水温上

昇 、特 水温低下開始時期 遅 （平成元年当時 比較 日程度遅 ） 、漁期間

短縮 指摘 （図 ）。

瀬戸内海関係 府県 年平均気温 経年変化 図 、年間降水量 経年変化 図 示 。関

係 府県 、昭和 年代後半 平均気温 上昇傾向 。気象庁 「気候変動監視 ー 」

、瀬戸内海周辺地域 平均気温 上昇傾向及 熱帯夜 増加傾向等 顕著 指摘

。

海洋 、景観 悪化 観光 影響 混在 漁業資源 悪影響 、

における の は が られ から

いずれの においても に で にある からは

が に の れ と すると れている となって

の につながっていると されている

における の を に の を に す

では から の がみられる の レポ ト

では において の び の が であることが さ

れている

ごみは の による への やごみの による への のほか ごみから

10

11

13 12 13

13 50 2009



出典：社団法人 瀬戸内海環境保全協会HPより

図 瀬戸内海 海洋 量 収支図14 における ごみ の

11

浸出 汚染物質 水環境 悪化 野生生物 誤摂取 植物 光合成 阻害 生態系 被

害 、経済的 分野 止 自然環境 保全 上 、 廃棄物 不法投棄 絡 重大 社

会問題 。海洋 、災害時 発生 流木 突発的 発生 除 、本来人 生

活 発生 、適正 管理 、海域 不法投棄 流 込

問題化 、循環型社会 逆行 陸域 廃棄物問題 起因 。

海洋 、一般的 漂着 、漂流 、海底 分 。漂着 、海岸 打 上

状態 、 地元自治体 海岸清掃 回収活動 行 、平成

年 月 日 制定 「美 豊 自然 保護 海岸 良好 景観及 環境 保全

係 海岸漂着物等 処理等 推進 関 法律」（以下、海岸漂着物処理推進法 ） 対応

。漂流 、海 漂 、国土交通省 回収船 航路 安全確保

目的 、除去 行 。海底 、底引 網漁 漁獲物 一緒 引 上

、海底 管理責任 不明確 、処理 自治体 裁量 任 。瀬戸内海

沿岸海域 、漂着・漂流・散乱・堆積 試算量 約 研究報告 、

出 （図 ）。（社団法人 瀬戸内海環境保全協会 ）

近年、日本各地 海岸 、外国由来 含 漂着物 大量 押 寄 、生態系 含 環境

悪化 白砂青松 美 浜辺 喪失等、深刻 問題 生 。 政府 、関係省庁

連携 海岸漂着物問題 対応 、平成 年 月、「漂流・漂着 対策 関 関係省庁会議

」 行 、関係省庁 様々 施策 講 、 努力 、依然 海

する による の や の や の の などによる への

など な に まらず を する でも さらには の も み な

となっている ごみは に する など に するものを き の

において し に されるべきごみが に されたり れ んだりすることにより

しているものであり に する の に するものである

ごみは に ごみ ごみ ごみに けられている ごみは に ち げ

られている のもので ボランティアや による や が われており

に された しく かな を するための における な び の に

る の の に する という で すること

ができるようになった ごみは を っているもので の により の

を とし が われている ごみについては き により と に き げられ

ているが ごみの が なため については の に されている

の においては しているごみの は トンという が

されている より

の に のものを む が に し せており を む の

や の しい の な が じている これまで においては が

して に するため ゴミ に する と

りまとめ を い が な を じてきたが これらの にもかかわらず として

21

15

9,100

14

19

７

３
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【解説：海岸漂着物処理推進法】



12

岸 有 地域 海岸漂着物問題 解決 困難 課題 実情 。

海岸漂着物対策 推進 急務 状況 受 、平成 年 月 日、「海岸漂着物処理推

進法」 、公布・施行 。

海岸漂着物処理推進法（図 ） 、海岸 良好 景観及 環境 保全 、海岸漂着物 円

滑 処理及 発生 抑制 図 目的 、次 基本理念 対策 規定 。

法律 基本理念 、良好 景観 保全 生物多様性 確保 配慮 、総合的 海岸 環境 保全

及 再生 図 規定 。

海岸漂着物 円滑 処理 推進 、海岸漂着物 処理 係 関係者 責任 明 。特

都道府県 海岸管理者等 責任 市町村 協力 関 規定 規定 。

地域 海岸漂着物対策推進協議会 関係省庁 海岸漂着物対策推進会議 設置、民間 団

体等 連携及 支援、外交上 適切 対応 国際的 協力 推進 、多様 主体 適切 役割分

担 連携 確保 図 規定 。

海岸漂着物 発生 抑制 、国及 地方公共団体 、発生状況・発生原因 定期的 調査、

森林、農地、市街地、河川、海岸等 不法投棄防止 必要 措置、土地 適正 管理 関

必要 助言及 指導 努 規定 。

政府 基本理念 基本方針 定 、都道府県 、必要 認

、基本方針 基 海岸漂着物対策 推進 地域計画 作成 。

一方、災害時等 、臨時、大量 発生 廃棄物 、市町 施設 処理 困難 、管理

者責任 処理 進 。 、災害時 海岸等 漂着 流木等 撤去事業 、

国土交通省、農林水産省所管 災害関連緊急大規模漂着流木等 処理対象事業 制度 。

を する において が の な としてあるのが である

このように の が となる を けて

が された

は における な び を するため の

な び の を ることを に の や について されている

の として な の や の に し な の の

び を ることが された

の な を すべく の に る の が らかにされた

に をはじめとする の と の に する が された

における や による の の

との び の な や な の など な の な

と の を ることが された

の の として び は にかかる な

における に な の な に する

な び に めることが された

は にのっとり を めることとされ においては があると める

とき に づき を するための を するものとされた

に に する については の での は であり

のもとに を めることとなる なお に に した の については

の の の がある
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図 海岸漂着物処理推進法 概要（環境省、平成 年 月 日公布・施行）15 21 15の ７
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【解説：海岸漂着物 取 扱 方】の り い

�

�

�

管理者 義務

海域 廃棄物 取 扱

流倒木 処理

の

での の り い

の について

廃棄物 処理及 清掃 関 法律（廃棄物処理法、廃掃法 略 。以下、廃棄物処理法 。）

、第 条 管理者 清潔保持義務 規定 、 条文 根拠 不法投棄 場合、管

理者 処理責任 求 。 、個別法 公共施設等 清掃 規定 、

「港湾法」 。

港湾法：港湾区域内 漂流物、廃船 他船舶航行 支障 及 物 除去及

港湾区域内 水域 清掃 他 汚染 防除 含 。（第 条 項抜粋）

廃棄物 関 、陸上 「廃棄物処理法」、海域 「海洋汚染等及 海上災害 防止 関 法

律（以下、海洋汚染防止法 ）」 分担 。

一方、 法律 管理目的 定 、管理 形態 、 機能 阻害

除去 狭 考 、管理区域（港湾、漁港、海岸）全体 清掃処分 行

広 考 方 。

清掃 、管理者自 年間予算 組 場合 、 処分 一般廃棄物

、市町 依存 多 。

海 法律 「海洋汚染防止法」 、船 排出 規定 、河川経由 扱

規定 。（「港湾法」以外、海域 管理者責任 規定 ）

港湾、河川等 管理者 復旧事業 行 、流倒木対策・廃棄物対策

観点 事業 行 。機能回復 事業 中 除去

状況 。

河川、港湾、森林 管理者 存在 、流倒木処理 観点 同一 重要度 対策 実施

。特 災害時 安全確保・機能回復 優先 、 対策 二次的

。

森林 中 倒木（根返 、幹折 、間伐材 放置 ） 、森林管理者 環境 影響 与

管理 責務 、森林事業 厳 環境 中 、 回収・搬出 状況

。 災害時 一挙 流出 、河川・海岸・港湾 漂着物 。田畑 植物（殻）、渓

畔林 、 存在 時 管理者 、流出 河川敷 漂着 、管

理者不明 。

漂着 収集・処理処分 責務 、当該公物管理者 、清潔保持 責務 公

物 維持管理上支障 範囲 求 、管理者 責任 及 範囲 、市

町域 環境美化 観点 市町 求 、 検討 必要 。

、関係者間 責任 範囲 ー 化 費用負担方法 合意作 、河川協議会等 通

進 必要 。

の び に する と される という

では で の の があり この を として があった

の を めている しかし で の について されているものは

のみである

における その に を ぼすおそれがある の び

の の その の の を む

に しては は は び の に する

という に されている

それぞれの で が められているが の としては その が され

るもののみ するという い えから を まで うと

いう い え がある

について ら を んでいる もあるが その については と

して に しているものが い

の として は からの などの はあるが のごみの い

の はない は などの はない

それぞれの において が われているが とい

う から が われているわけではない のための の でごみも しているとい

う である

それぞれ が するが の から の で が

されているわけではない に の が で ごみ は なものであ

る

の にある し れ の など は が に を えな

いよう する があるが の しい の で その ができていない で

ある これらが に に し への となる の

なども そこに している はそれぞれ がいるが し などに すれば

のごみとなる

これらの ごみの の を に の からあるいは

の のないようにするという で めるのか の の ばない は

の という から に めるのか の が である

このため での の のル ル と の りを を じ

て める がある
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表 各 管理者 根拠法

区 分 法 律 上 管 理 者 根 拠 法 備 考

１ エリアの と について

エ リ ア の

（＊）海岸保全地区：海水 地盤 変動 被害 海岸 防護 海岸保全施設 設置
他 管理 行 必要 認 都道府県知事 指定 防護 海岸

係 一定 区域

または の による から を するための の
その の を う があると めるときに が する すべき に
る の

港 湾 港湾管理者 長 港湾法

港湾区域内 漂流物、廃
船 他船舶航行 支障 及

物 除去及 港
湾区域内 水域 清掃 他
汚染 防除（ 条 項）

漁 港 漁港管理者 長 漁港漁場整備法

海 岸 知事（ 市町長） 海岸法
対象 海岸保全区域 、一般公
共海岸区域 知事 管理下
一部市町長 委任可能

海 域 国 海洋基本法

河 川 河川管理者 河川法

道 路 道路管理者 道路法

公 園 設置 地方公共団体 都市公園法 対象：都市公園

池 国、地方公共団体、土地改良区 土地改良法

森 林 森林所有者 森林法

の

における
その に を ぼ

すおそれがある の び
の の その の

の

の

または
は

のみ の で
に

の

た め

12 2

（＊）
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昭和 年代 工業 著 発展 、瀬戸内海 水質 汚濁 急速 進行 、「瀕死 海」

瀬戸内海 対 、環境 保全 、昭和 年 「瀬戸内海環境保全臨時措置法」 制定 。

後、昭和 年 「我 国 世界 比類 美 誇 景勝地 、 、国

民 貴重 漁業資源 宝庫 、 恵沢 国民 等 享受 後代 国民 継承 」

理念 「瀬戸内海環境保全特別措置法」 制定 。 法律 基 、瀬戸内海

環境保全上有効 施策 実施 「瀬戸内海 環境保全 関 基本計画」 策定 義務付 、

平成 年 制定 。

「瀬戸内海環境保全特別措置法（以下、瀬戸内海法 ）」 、「瀬戸内海 環境保全 関 基本

計画」 基 府県計画 策定 、 計画 推進 、瀬戸内海 排水 特定施設 設置及

変更 許可制度 制定 、排水中 係 総量規制 導入、窒素、 負荷削減 対策、埋 立

抑制等 盛 込 。瀬戸内海法 趣旨 受 各種取 組 実施 、事業者 住民、各種団体

努力 活動 得 、瀬戸内海 環境 大 改善 （図 ）。 結果、平成 年度 目標年

度 第 次水質総量削減 、大阪湾 除 瀬戸内海 、現状 水質 悪化 必

要 対策 講 、東京湾・伊勢湾・大阪湾 異 方向性 示 。

瀬戸内海法制定後 年以上 経過 現在 、瀬戸内海 状況 、大 変化 。

平成 年 月 「海洋基本法」 制定 、海洋 開発及 利用 海洋環境 保全 調和、海洋 総合

的管理 基本理念 示 。 、平成 年 月 「生物多様性基本法」 制定 、生物 多

様性 保全及 持続可能 利用 関 基本原則等 定 。海洋環境 保全 関 新 理念

体制 整備 進 、生物多様性 生物生産性 向上等 新 課題 対応 必要 。

「海洋基本法」 、食料資源 ー 確保 物質 輸送、地球環境 維持等海洋 果 機能 増

大 、 機能 多 課題 顕在化 背景 、海

洋政策 新 制度的枠組 確立 国 総合的 取 組 定 法律 。 年 月

制定 月 施行 。

基本理念 、 ）海洋 開発及 利用 海洋環境 保全 調和、 ）海洋 安全 確保、 ）科学

的知見 充実、 ）海洋産業 健全 発展、 ）海洋 総合的管理、 ）国際的協調 ─ 掲 、

総合的 推進 基本的 施策群 中 「海洋環境 保全」 包含 。

内閣総理大臣 本部長 総合海洋政策本部 設置 、 年 月 海洋基本計画 閣議決定

。「海洋基本計画」 、海洋基本計画 基 、政府 今後 年 間 総合的 計画的 講 施

策 、（ ）海洋資源 開発及 利用 推進、（ ）海洋環境 保全、（ ）排他的経済水域 開発 推進、

（ ）海上輸送 確保、（ ）海洋 安全 確保、（ ）海洋調査 推進、（ ）海洋科学技術 関 研究開

発 推進、（ ）海洋産業 推進及 国際競争力 強化、（ ）沿岸域 総合的管理、（ ）離島 保全、（ ）

国際的 連携 確保及 国際協力 推進、（ ）海洋 関 国民 理解 増進 人材育成 挙
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に が しく するとともに の の が に し の と

なった に し を するため に が された

その には が のみならず においても のない しさ る として また

にとって な の として その を が しく し の の すべきもの

であることを とした が された この に づき の

な を するための の に する の を けられ

に された

という には の に する

に づく を し その を することや に する の び

の を し の に る の りんの の め

て が り まれた の を けた り みが され や

の や を て の は きく されてきた その を

とした からは を く については の が しないよう

な を じるという とは なる が されるまでになった

が した では をとりまく も きく してきている

に が され の び と の との の

などの が された また には が され の

の び な に する が められた の に わる たな や

の が められ と の の たな への も となってきている

は エネルギ の や の の の たす が

したこと さらにはそのような において くの が しつつあることなどを にして

の たな みを するために の な り みを めた である に

され に された

として の び と の との の の

の の な の が げられており

に される な の に の も されている

を とする が され には が さ

れた は に づき が の に かつ に ずべき

として の び の の の の

の の の の に する

の の び の の の

な の び の に する の の と が げられて

６

６

４

６
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いる に しては の として のあり の と の

ゴミ への が げられている

は の に する な として によ

り に に された の として けられる

で に する に しては として みを す を たす

の び な についての を すとともに これまで に

められた の に り により にわたり されてきた が

に づく として けられた に として に しても

に けての が かれている の では の の での

の に る の として いわゆる アセスメントの のた

めの を が ずることが されたことが される

は に されている の と の

ための な あるいは のことで はその と に じて の の

を む することとされている

この では に されている の な の に する

の の など にわたる が められ する で

の な への り みも められる

に された の から

と され は

となる により を けられた めての

としてとしても けられている

この では と の となっている の つの

すべての の を む にとって な かな の らしの

および つの や による など による

など により ち まれた による による のための

つの への と の の のつながり

の を った など をほぼ した も い

で に で された でのポスト

を まえて たに も している を とした

では の を に かなものとすること を げている では

の を い めるために までに の の

を させない な への み み たな

の を げている

。環境 関 海洋環境 保全 、海洋保護区 方 明確化 設定、水環境 改善、漂流・

漂着 対策、地球環境保全 貢献 具体的挙 。

「生物多様性基本法」 、「生物多様性条約」 国内実施 関 包括的 法律 、議員立法

年 月 日 成立、 月 日 公布 。「環境基本法」 下位法 位置付 基本法

、生物多様性 関 個別法 対 上位法 枠組 示 役割 果 。

生物多様性 保全及 持続可能 利用 基本原則 示 、 生物多様性条約

定 締約国 義務 則 閣議決定等 三次 策定 「生物多様性国家戦略」 、

法律 基 戦略 位置付 。同時 、「生物多様性地域戦略」 地方自治体 対

戦略策定 向 努力規定 置 。「基本的施策」 中 、「事業計画 立案 段階等 生

物 多様性 係 環境影響評価 推進（第 条）」 、 戦略的環境 推進

措置 国 講 明記 特筆 。

「生物多様性国家戦略」 、生物多様性条約第 条 規定 生物多様性 保全 持続的利用

国家的 戦略 計画 、締約国 状況 能力 応 作成（既存 計画等 調整・

変更 含 ） 。

戦略 、条約 規定 、生物多様性 保全、持続可能 利用 奨励、普及啓発 関 措

置、研究 推進、悪影響 最小化、国際協力 多方面 施策・計画 定 、関連 部門

生物多様性保全、持続可能 利用 取 組 求 。

年 月 策定 最初 「生物多様性国家戦略」 、「新・生物多様性国家戦略」（ 年 月）、

「第 次生物多様性国家戦略」（ 年 月） 改定 、「生物多様性国家戦略 」（ 年 月）

版目 。「生物多様性基本法」（ 年 月施行）第 条 作成 義務付 初 「生物

多様性国家戦略」 位置付 。

戦略 第 部「戦略」 第 部「行動」 二部構成 。生物多様性 理念（

生命 存立基盤、 将来 含 人間 有用 価値、 豊 文化 根源、 暮

安全性） 危機（ 人間活動 開発 危機、 里地里山 人間活動縮小 危機、

外来生物 人間 持 込 生物 危機、 地球温暖化 危機）、実現

基本戦略（ 社会 浸透、 人 自然 関係 再構築、 森・里・川・海 確保、

地球規模 視野 持 行動） 、「第三次生物多様性国家戦略」 踏襲 部分 多 。

一方 、 年 月 名古屋 開催 「第 回生物多様性条約締約国会議（ ）」

「 年目標」 踏 、新 中長期的・短期的目標 設定 。 年 目標年次 中長

期的目標 、「生物多様性 状態 現状以上 豊 」 掲 。短期目標 、

生物多様性 損失 食 止 、 年 、 生物多様性 分析・把握、保全活動 拡大、

生物多様性 減少 方法構築、持続可能 利用、 社会経済活動 組 込 （主流化）、新

活動 実践 掲 。

【解説生物多様性基本法 】: について
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出典：瀬戸内海 里海 （環境省水・大気環境局編集）平成 年 月発行を に 21 ３

図 瀬戸内海環境保全特別措置法 枠組16 の み
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